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用語の定義 

申請者: 鉄鋼判断基準の下で認証を求めるであろう債券発行者または非金融法人事業体を指す用語または名称。 

高炉(BF): 鉄鉱石、コークス、石灰石を上から投入して溶銑を作る縦型炉。溶銑は転炉に投入されて鋼になる。溶銑を

鋳銑機の中で固化させた場合、固化した鉄は鋳鉄と呼ばれる。高炉は、高炉・転炉製鋼プロセスの中で最もエネ

ルギー集約的な段階であり、大量の CO2 を発生する。 

転炉(BOF): 転炉は、高炉からの溶銑を鋼に変える。 

二酸化炭素捕集・貯留(CCS): 通常は大規模な点源において排出される CO2 を捕集し、貯留場所まで輸送し、大気に入

らない所に蓄積することのできる一連の技術を言う。貯留される CO2 は地下の地層に圧入され、そのためには枯

渇した油田・ガス田 その他の適切な地層が利用できる。 

二酸化炭素捕集・有効利用・貯留(CCUS):  通常は大規模な点源において排出される CO2 を捕集し、それを他のプロセ

スや製品の製造に利用する一連の技術を言う。 

気候ボンドイニシアチブ(Climate Bonds): グローバルな低炭素・気候レジリエント経済の実現に向けた大規模投資を推

進する、投資家に重点を置いた非営利団体。Climate Bonds は、危険な気候変動を防ぐために十分なスピードと規

模で投資を促進するよう、投資家、産業、政府の利益を、より良く整合させる仕組みの構築を目指す。 

気候ボンド基準(CBS): 投資家と政府のために、気候緩和効果や、気候適応またはレジリエンスなどの手段を通じた気

候変動ソリューションの実現に向けて収益を活用する、グリーンボンドを特定するスクリーニングツール。CBS

は、全体的基準(CBS v3.0)と一連の部門別の適格性判断基準という、2 つの部分で構成される。全体的基準は、投

資プロジェクトの性質を問わず、すべての認証ボンドに関する認証プロセスと、発行前および発行後の要件を扱

う。部門別判断基準は、特定の部門に属する資産に関する個別的要件を定める。CBS の最新版は、Climate Bonds

のウェブサイトに公開される。 

気候ボンド基準委員会(CBSB): 全体で 34 兆ドルの運用資産残高に相当する独立メンバーによる委員会。CBSB の役割は、

(i) 追加の分野別判断基準の採択などを含む CBS の改訂、(ii) 認定検証者、および (iii) CBS 下での債券の認定申請を

承認することである。CBSBは、Climate Bondsウェブサイトに公表されるガバナンス協定と手続きに沿って構成さ

れ、任命され、支援される。 

気候ボンド認証: これにより発行者は、その債券に関して気候ボンド認証マークを使用することが許可される。気候

ボンド認証は、独立 CBSB により債券の CBS準拠が認定された場合に付与される。 

重要な相互依存関係: 資産または活動の範囲およびそれを取り巻くインフラシステムとの相互依存関係。相互依存関

係は、地域のコンテクストに固有であるが、しばしば「資産の垣根の外」の要因に依存する複雑な関係性を通じ

て、より広いシステムとも結び付いて連鎖反応的な障害を引き起こし、あるいは間接的にシステムに利益をもた

らすことがある。 

直接還元鉄(DRI): 「海綿鉄」とも呼ばれ、様々な原料(例えば化石ガス、水素)、炉、還元剤を用いるプロセスで製造さ

れる金属鉄である。固体状態の鉄鉱石から、還元プロセスによって酸素が除去される。 

アーク炉(EAF): 主に鉄スクラップを用いて鋼を作る 製鋼プロセス。DRIや銑鉄も、鉄スクラップの代用品として EAFに

装入することができる。 

グリーンボンド: グリーンボンドは、環境的なプロジェクトまたは費用に収益が配分される債券である。一般に、こ

の用語は、グリーンとして売り出された債券を指して用いられる。理論上、グリーンボンドの収益は、幅広い環

境的プロジェクトまたは費用に使用できるが、実際には、そのほとんどが気候変動プロジェクトに割り当てられ

る。 

産業ワーキンググループ(IWG): 想定される申請者、検証者、投資家の主要団体からなる、Climate Bonds によって召集

されるグループ。IWGは、TWGによって策定される部門別判断基準の草案について、パブリックコンサルテーシ

ョン用の公表に先立ってフィードバックを与える。 
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投資期間: 債券の発行からその満期日までの期間。債券満期期間とも呼ばれる。 

技術ワーキンググループ(TWG): Climate Bonds によって召集される、学界、国際機関、産業界および NGO の主要な専

門家のグループ。TWGは、プロジェクトおよび資産の適格性を判断するための詳細な技術的基準である部門別判

断基準、ならびに債券期間中の適格状態を追跡する指針を策定する。TWGの勧告草案は、召集された産業ワーキ

ンググループにおける金融界の専門家との取り決め、ならびにパブリックコンサルテーションを通じて改良され

る。分野別判断基準の最終的承認は、CBSB によって与えられる。 
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1 序論 

1.1 気候ボンド基準 

気候ボンドに対する投資家の需要は強く、質の高い製品の市場投入に伴って増大すると予想される。だが、グリーン

ラベルの信用性に関する投資家の懸念も高まっている。信頼性と透明性を向上させるための基準、保証、認証が不可

欠であり、市場でのさらなる成長は、それによって可能になる。 

今日、気候ボンド基準および認証スキームは、認証気候ボンドの気候環境十全性に関する明確な指標を投資家と仲介

者に提供する、使いやすいスクリーニングツールである。現在、気候環境十全性を備えた事業体にも認証を拡大する

ための提案が協議されている。 

本基準の重要部分の 1 つは、一連の部門別の適格性判断基準である。各々の部門別判断基準によって当該部門の気候

変動ベンチマークが設定され、それらを用いて、気候環境十全性を備えた資産および投資プロジェクトが選別され、

今後ますます多くの事業体も選別されるようになる。これにより、気候変動に対する気候緩和や適応とレジリエンス

への寄与を通じて、気候環境十全性を備えたものだけが認証される。 

これらの部門別判断基準は、Climate Bonds によって召集される TWG と IWG など、多数のステークホルダーの完溶す

るプロセスを経て策定され、パブリックコンサルテーションの対象とされる。最後に、それらは気候ボンド基準委員

会(CBSB)によってレビューおよび承認される。 

気候ボンド基準(CBS)の第 2 の重要部分は、気候ボンド基準 V3.0 | 気候ボンドイニシアチブに公開されている全体的

CBS である。これには、部門別判断基準への適合に加えて、すべての認証気候ボンドが満たさねばならない、収益と

報告の要件に関する共通の管理が規定されている。 

 

1.2 環境面の適用範囲 

現在、認証要件は、以下の事項を対象としている: 

• 気候変動緩和; および 

• 気候適応とレジリエンス。 

 

1.3 認証の対象 

以下の部門の適格性判断基準を満たすことを条件として、以下のものが本書の判断基準の下で認定される: 

• 脱炭素施策(レトロフィットなど)の資金を調達する資金使途特定(UoP)1債券 – セクション Error! Reference source 

not found.を参照。 

• 製鋼施設の資金を調達する資金使途指定(UoP)債券 – セクション Error! Reference source not found.を参照。 

以下のものが、v4.02への改定後の全体的気候ボンド基準に従って認証される: 

• 特定の金融商品とリンクしていない資産(製鋼施設) – セクション 4 を参照。 

• 事業体(製鋼会社)およびそれらの事業体によって発行されるサステナビリティ・リンク・ボンド(SLBs) – セク

ション 5 を参照。 

 

1 本書全体でグリーンローン、レポ取引、資産担保証券などを含む様々な金融商品を簡便に資金使途特定(UoP)と称する。基準 v3.0 の付属書 1 of 

the Standard v3.0 detail に、認証可能な金融商品の完全なリストが示されている。 

2 2023 年第 1 四半期に予定。 

https://www.climatebonds.net/climate-bonds-standard-v3
https://www.climatebonds.net/files/files/climate-bonds-standard-v3-20191210.pdf
https://www.climatebonds.net/files/files/climate-bonds-standard-v3-20191210.pdf
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以下の判断基準への適合を立証するため、CBS に従い、本書の判断基準の各部分への適合を証明する情報を提供する

ことは、申請者の責任である。検証者は、この情報を検証の範囲に含めなくてはならない。 

証券ポートフォリオが、個別に識別可能な複数のプロジェクト、費用、または資産グループを含んでいる場合、本書

の判断基準は、個別に識別可能なプロジェクトまたは資産グループの各々について満たされていなくてはならない。

申請者は、これらのプロジェクトの境界を定めなくてはならない。これらは地理的な関係やサプライチェーンの関係

に基づいて定めることができる。 

 

注: 気候ボンド基準 v4.0 が最終決定されるまで、資産、事業体、および SLB の認

証は可能にならない。なぜなら、とくに事業体と SLB については、基準 v4.で

は、以下に述べる鉄鋼部門固有の判断基準に加えて、事業体と SLB の認証で

適合する必要がある、部門固有でない新たな要件が含められるからである。

パブリックコンサルテーションの後、基準 v4.0 は、現在、最終決定の途上に

あり、遠からず公表される。詳細については、ここを参照していただきたい。 

 

1.4 判断基準を支援する文書 

申請者と検証者を支援する情報は、鉄鋼 | 気候ボンドイニシアチブに、以下のように提供されている:  

• 鉄鋼背景文書: 判断基準の選定理由を述べる 

• 鉄鋼に関する FAQ 

• 鉄鋼判断基準に関するパブリックコンサルテーションでの意見と回答の要約  

• 気候ボンド基準: 全体的 CBSの要件を含む 

• 気候ボンド基準および認証スキームの冊子: 本書の判断基準を含む、気候ボンド基準および認証スキームの概

要を提供する 

Climate Bonds と気候ボンド基準および認証スキームについて、詳しくは www.climatebonds.net を参照していただきた 

 

1.5 判断基準の改訂 

本書の判断基準は定期的に見直され、その際に TWG は、早期段階で印刷された債券を確認し、将来の債券の気候環

境十全性を高めることのできる、改良された方法論とデータの発展を検討する。その結果、時が経つにつれてより多

くの情報の入手に伴い、判断基準は改善されることが予想される。過去のバージョンの判断基準で認証された債券か

ら、遡及的に認証が剥奪されることはない。 

  

https://www.climatebonds.net/climate-bonds-standard-v4
https://www.climatebonds.net/standard/Steel
https://www.climatebonds.net/standard/Steel
https://www.climatebonds.net/standard/Steel
https://www.climatebonds.net/standard/Steel
https://www.climatebonds.net/climate-bonds-standard-v3
https://www.climatebonds.net/files/files/2021-09-03_Certification-brochure_Version-2021-09%282%29.pdf
http://www.climatebonds.net/
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2 適用範囲に含まれる鉄鋼活動 

2.1  適用範囲に含まれる製鋼サプライチェーン 

図 1. 鉄鋼判断基準を満たすべき活動の範囲3 

 

3  サステナブル STEEL 原則の枠組みから改変。 

鉄鋼判断基準の適用範囲に含まれる活動の境界 

* プロセスが製鋼と同じサイトに存在して

いれば適用範囲に含まれる。 

* 

* 

天然ガスまたは

バイオガス生産 
鉄鉱石採掘 石灰石採石場 石炭採掘 

ペレットプ

ラント 
焼結プラント 石灰窯 コークス炉 

アーク炉

と転炉で

も利用 

合成ガス／

水素製造 
直接還元炉 高炉 

ブリケット成

型 

鋳銑／銑鉄顆

粒 

アーク炉 転炉 

鉄スクラップ

収集と分別 

酸素製造 

鋳造 

蒸気製造 

発電 

複数のプロセ

スで利用 

熱間圧延 再熱炉 

熱 

冷間圧延 

コーティング 

川上 

原料の事前処理* 

製鉄 

製綱 

川下のプロセス* 

補助プロセス 

https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
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本書の判断基準は、鋼の製造に関わる資産と活動、ならびにそのような資産と活動を運営する企業を対象としている。

適用範囲の境界は、図 1 に示すように、原料の事前処理の段階から始まり、最終的な鋼製品が圧延およびコーティン

グの段階を出る所で終わる。そのため、(適格性判断基準を満たすことを条件に)認証される可能性のある資産と活動

は、垂直統合型と非垂直統合型の製鋼施設と製鉄施設を含む。その例を図 2 に示す。原料の事前処理と川下の段階で

生産の 1 段階のみを担当する施設、例えば独立したコークス炉、石灰窯、焼結またはペレットプラント、圧延または

コーティング施設は、適格とされない。詳しくはセクション 2.4 を参照していただきたい。 

注: 活動の範囲は、排出の範囲と同じではない。活動の範囲は、本書の判断基準

の下でどの活動が認証され得るかを定めるものである。排出の範囲(Box 1)は、

排出強度削減率を満たす際に、どの排出を計上するのかを、既存の施設に関

して、ならびに事業体と SLB のパスウェイに関して定めるものである。 

 

製鋼施設の構成は多種多様であり、図 1 で境界線の内側に示された様々なプロセスの組み合わせを含んでいる。図 2

にその例を、まず垂直統合型の鉄鋼メーカー、次に非垂直統合型の鉄鋼メーカーについて示す。サンプル施設内のプ

ロセスで認証の対象となるものを青色で示す。 

 

 

図 2. 鉄鋼の判断基準を満たすことを条件として認証され得る施設の例4. 

 

 

4 サステナブル STEEL 原則の枠組みから改変。 

垂直統合型の

鉄鋼メーカー 

非垂直統合型の

鉄鋼メーカー 

鉄鉱石採掘 

石炭採掘 

ペレット

化／焼結 

コークス

製造 

発電 

高炉／溶融還元

／直接還元鉄 

酸素製造 

鋳造 

圧延ミル 

鉄鉱石採掘 

石炭採掘 

購入された

ペレット 

購入された

コークス 

発電 

高炉／溶融還元

／直接還元鉄 

購入された

酸素 

購入された

銑鉄／DRI 

鋳造 

圧延ミル 

製鋼施設

の例 

外部での

発電 
施設外の

プロセス 

転炉／ア

ーク炉 

転炉／ア

ーク炉 

https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
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2.2 他の部門別判断基準との整合性 

複数部門に収益を配分する UoP 債券の認証については、ポートフォリオ全体にわたる、複数の部門別判断基準への適

合の証明が必要になる。例えば、ある UoP 債券が鉄鋼事業活動とセメント事業活動の両方の資金を調達する場合、申

請者は、前者に関する鉄鋼判断基準への適合と、後者に関するセメント判断基準への適合を証明しなくてはならない。 

SLB と事業体の認証については、SLB または事業体の業績目標が事業体内での複数の活動にまたがっている場合、それ

らすべての活動が適切な部門別判断基準に照らして評価され、全体的な「合格水準」に達している必要がある。これ

らについて詳しくは、気候ボンド基準 v4.0 パート D セクション 2.3(現在起草中)を参照していただきたい。 

場合によっては、活動またはプロジェクトが本書の判断基準や他の判断基準に該当するかどうかが、ただちに判明し

ないことがある。最も一般的な例と、使用すべき適切な部門別判断基準を下の表 1 に示す。 

表 1. 部分的または全体的に他の部門別判断基準の対象となる資産またはプロジェクト 

想定される UoP 部門別判断基準 

水素の製造 水素 

製鋼施設の専用とされない、商業的または住居用の建築物。例えば

スタッフ用のオフィス 

建築物 

専ら鉄鋼活動のために用いられるものであると立証できない車両 輸送 

バイオマスの生産 農業／林業(バイオマスの種類に応

じて) 

都市固形廃棄物または廃棄物由来燃料のコプロセッシングと分別 廃棄物管理 

バイオエネルギーの生産 バイオエネルギー 

太陽光、風力、海洋再生可能エネルギー、および水力発電を含むエ

ネルギー生産 

該当する部門別判断基準 

 

 

2.3 適用範囲に含まれない資産 

注: 資産や活動が判断基準の適用範囲外であったとしても、TWG は、それらが自

動的にパリ協定の目標達成またはパリ協定に整合した経済に反すると判断す

ることはない。場合によっては、時間とリソースの制約により、判断基準が

これらの課題への立場を明確にしていないことがある(詳しくは後述のリスト

を参照)。鉄鋼判断基準の将来の改訂で、これらについても取り組みがなされ、

頑強な判断基準が制定されると思われる。 

 

  

https://www.climatebonds.net/files/files/DRAFT-climate-bonds-standard-v4-public-consultation-060922-Final.pdf
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表 2. 適用範囲外の資産と活動 

除外される資産／活動 説明 

鉄鉱石採掘 採掘自体(製鋼プラントとは別個のもの)は、本判断基準の下で認証されない5 

石炭採掘 炭鉱は認証されないが、石炭を使用する製造者は、セクション 6.3 に述べる品

質判断基準に適合しなくてはならない 

ステンレスおよび高合

金鋼製造 

高合金鋼の製造および関連する活動は、現時点では適用範囲外である(判断基準

の次回の改訂で更新される) 

鉄スクラップの収集と

分別 

現時点では適用範囲外(判断基準の次回の改訂で更新される) 

原料の事前処理と川下

のプロセス(別個の活

動として)  

製鉄または製鋼施設の一部分ではない、コークス、鉄鉱石ペレット、その他の

原料のみを扱う資産と活動は、適用範囲外であり、圧延、仕上げなど、川下の

活動のみに専用とされる資産も同様である。言い換えれば、原料の事前処理の

ための資産と川下の活動への投資は、これらの施設が製鋼または製鉄プラント

の一部分である場合にのみ、気候ボンドとして認証される(判断基準を満たすこ

とを条件とする)。 

 

 

2.4 適用範囲外の事業体 

注: 資産や活動が判断基準の適用範囲外であったとしても、TWG は、それらが自

動的にパリ協定の目標達成またはパリ協定に整合した経済に反すると判断す

ることはない。場合によっては、時間とリソースの制約により、判断基準が

これらの課題への立場を明確にしていないことがある(詳しくは後述のリスト

を参照)。鉄鋼判断基準の将来の改訂で、これらについても取り組みがなされ、

頑強な判断基準が制定されると思われる。 

 

表 3. 適用範囲外の事業体 

除外される事業体 説明 

専業の鉄鉱石採掘会社 唯一の事業活動が鉄鉱石の採掘である会社(すなわち製鋼会社とは別個であるも

の)。  

専業の石炭採掘会社 唯一の事業活動が石炭の採掘である会社(すなわち製鋼会社とは別個であるも

の)。 

専業のステンレスおよ

び高合金鋼製造会社 

唯一の事業活動がステンレスおよび高合金鋼の製造ならびに関連する活動であ

る会社(すなわち製鋼会社とは別個であるもの)。 

専業の鉄スクラップ収

集分別会社 

唯一の事業活動が鉄スクラップの収集および分別である会社。 

 

  

 

5 これは鉄鉱石鉱山が認証されないことを意味するが、鉱山と直結した垂直統合型の鉄鋼プラントは適用範囲内である。 
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3 製鋼施設内の脱炭素施策の判断基準 

3.1 概観 

本書の判断基準は、2022 年以前から運用されている施設の中にある資本投資(脱炭素施策)を対象とする。これは、製

造施設内の施策または特定の改善領域に焦点を当てるという点で、施設全体のコストを賄う投資とは異なる(よって認

証は、施設ではなく施策自体に与えられる)。 

 

 

図 3. 製鋼施設内での特定の緩和施策に関する判断基準の概観 

 

認証不可能 認証可能 

はい 

いいえ 

いいえ 

はい 

はい 

2.  収益は、表 4 の中で複数の種別の施設を有するプラントでの施策にのみ資金

を調達するものであり、後にその施策は、それぞれの施設の種別に該当する判

断基準を満たしているか? 

1.  収益は、表 4 の中でただ 1種類の施設を有するプラントでの施策にのみ資金

を調達するものであり、後にその施策は、施設の種類に該当する判断基準を満

たしているか? 

5. 発行者は、適応・レジリエンスチェックリストの中で必要とされる要件を達

成したか? 

施策の適応・レジリエンスチェックリストの全文は、セクション 3.3を参照  

3.  施策は、CCS または CCUS の実施を含んでおり、CCSまたは CCUS は、セクシ

ョン 6.5 の判断基準を満たしているか? 

いいえ 

4. 施策は、水素またはバイオマスの利用を含んでおり: 

• 水素製造は、セクション 6.1 の判断基準を満たしているか? 

• バイオマス生産は、セクション 6.4 の判断基準を満たしているか? 
いいえ 

はい 

はい 

いいえ 



気候ボンドイニシアチブ - 鉄鋼に関する判断基準文書 

発行用最終版  

 

 

鉄鋼に関する判断基準- 気候ボンドイニシアチブ  P a g e  |  15 

3.2 緩和の判断基準 

製鋼施設内での特定の緩和施策に関する適格性判断基準への取り組みでは、施策が実施される施設の種別を考慮に入

れる。これは、鋼の一次生産6で 2030 年の削減目標を達成するためには、小規模な漸増的施策では不十分だからであ

る。そのため資本投資は、表 4 に百分率で示したように、施設レベルで実質的な排出削減を達成することに集中させ

るべきである。 

加えて、施策にバイオマスや水素の利用、または CCS や CCUS の実施が含まれている場合は、これらは表 5 に示す追

加の判断基準を満たさなくてはならない。 

 

表 4. 脱炭素施策またはレトロフィッティング活動に関する判断基準  

脱炭素施策 施策に関する緩和判断基準 

アーク炉(EAF)の最適化、EAF 施設に関連

するその他の緩和施策の設置と運用 

自動的に適格とされる 

2007 年またはそれ以降に運用を開始す

る高炉(BF)を持つ製造ラインに関連する

施策 

投資は、リライニングのためではない; かつ 

施設の排出強度(tCO2/t steel)を 2022 年から 2030 年までに以下の

ように削減した／削減する:脱炭素施策が、施設で実施済み／実

施予定である: 

• 脱炭素前のベースライン排出強度が 2 tCO2/t steel以上であれ

ば、20%; または 

• 脱炭素前のベースライン排出強度が 2 tCO2/t steel未満であれ

ば、15%;  

適合性の実証は、セクション 3.2.1 に従うものとする。  

2007 年より前に運用を開始した高炉(BF)

を持つ製造ラインに関連する施策 

投資は、リライニングのためではない; かつ 

施設の排出強度(tCO2/t steel)を 2022 年から 2030 年までに 50%削

減した／削減する脱炭素施策が、施設で実施済み／実施予定で

ある: 

適合性の実証は、セクション 3.2.1 に従うものとする。  

DRI を持つ製造ラインに関連する施策 

下記のいずれかであること: 

a) 化石ガスを用いるプラントの場合: 施設で施策が実施済み／実

施予定であり、施設の排出強度(tCO2/t steel)を 2022 年から 2030

年までに 20%削減した／削減する 

適合性の実証は、セクション 3.2.1に記載されているように行わ

れるものとする; または 

b) 石炭を用いるプラントの場合: 施設で施策が実施済み／実施予

定であり、施設の排出強度(tCO2/t steel)を 2022 年から 2030 年ま

でに 40%削減した／削減する 

適合性の実証は、セクション 3.2.1 に従うものとする。 

 

  

 

6 鉄鉱石から BF-BOF または DRI プロセスを経て作られる鋼。 



気候ボンドイニシアチブ - 鉄鋼に関する判断基準文書 

発行用最終版  

 

 

鉄鋼に関する判断基準- 気候ボンドイニシアチブ  P a g e  |  16 

表 5. 特定の脱炭素施策またはレトロフィッティング活動に関する追加的判断基準 

脱炭素施策の種別 緩和の判断基準 

二酸化炭素捕集と二酸化炭素貯留または

二酸化炭素有効利用と貯留(CCSまたは

CCUS) 

セクション 6.5 の判断基準を満たす 

水素の利用を含む施策 水素はセクション 6.1 の判断基準を満たす 

バイオマスの利用を含む施策 セクション 6.4 の判断基準を満たす 

 

 

表 6. CO2排出緩和能力により認証のために適格とされる製鋼資本投資の例 – 表 4 の排出削減閾値を満たすことを条件とする (この

リストは網羅的ではない) 

資産および活動の種別 収益(資本投資)の使途の例 

熱の回収 熱回収システムの設置、アップグレード、運用 

高炉の最適化 
粉コークス吹き込み、炉頂ガス循環法、熱風炉排

ガス熱回収 

転炉の最適化 BOFガスと顕熱の回収 

コークスプラントの最適化 コークスの乾式消火 

焼結プラントの最適化 焼結プラントの熱回収 

EAFの最適化 オキシ燃料バーナー、EAF鉄スクラップ予熱、廃

熱からのCHP 

圧延と仕上げの最適化および再熱炉 
高効率バーナー、煙道ガス監視、燃焼最適化、排

ガス熱回収 

鋳造の最適化 ニアネットシェイプ鋳造 

監視・制御システムの最適化 
高度なセンサーとデジタル化制御装置・システム

の設置、アップグレード、運用 

二酸化炭素捕集・有効利用・貯留 
製鋼排ガスからの CO2 捕集に関連するインフラお

よび装置の設置、アップグレード、運用 

燃料転換 

還元剤として水素またはバイオマスを使用する製

鋼に必要とされるインフラ、装置の改修または改

変 

熱源の電化 再熱炉の電化 
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3.2.1 適合性の実証 

申請者は、実施済み／実施予定の脱炭素施策の計画書を、証拠とともに提出しなくてはならず、債券期間中に資産の

排出強度が改善し、最終実績が表 4 の実績要件と同等になることを実証する、認定エネルギー監査人との契約を持た

なくてはならない。申請者は、以下のオプションのいずれかを用いることができる: 

1. 債券期間中の緩やかな改善: 申請者は、債券期間中に必要な最終実績が達成されるように実績改善目標を設定

する。脱炭素目標に対する進捗を 36 か月毎に評価し、脱炭素目標が満たされているという証拠を示す。 

2. 最初の数年間における前倒しの改善: 必要な最終実績は、債券期間の最初の数年間に達成され、その後の評価

でも、実績が維持されていることが証明される。 

これら 2 つのオプションは、以下の実施例で詳しく説明されている。どちらのオプションでも、CBS の下で毎年のモ

ニタリング、検証、報告が求められる。 

施策／施策群が適格であるために必要とされる排出削減を算定した実施例 

以下を含む鉄鋼プラントのグループ: 

A. 2008 年に運用を開始した、排出強度 2 tCO2/t steel で鋼を製造する BF-BOF を持つ垂直統合型の生産施

設。 

B. 2009 年に運用を開始した、排出強度 2.20 tCO2/t steel で鋼を製造する BFと、EAFを持つ混合施設。 

今後、以下のレトロフィットが実施される: 還元剤として水素とバイオマスを用いる製鋼を可能にする改

変、および再熱炉の電化。債券期間は 2025 年から 5 年間。 

表 4 に示す施設種別毎の緩和の判断基準によると、適格であるためには、施策または施策群が以下を満たさ

なくてはならない: 

• BF-BOFによる製鋼について、プラントレベルで 20%の排出削減を達成すること。すなわち「施設 A」

は排出強度 1.6 tCO2/t steelを達成し、「施設 B」は排出強度 1.76 tCO2/t steel を達成しなくてはならな

い。 

▪ 施設 A は、すでにレトロフィットが実施され、債券期間の 2 年目に 20%の改善に達

することができる。その後の報告では、施設はこの改善が維持されることを示さな

くてはならない。 

▪ 施設 B は、緩やかに改善を達成することができる。最初の評価で 10%の実績改善を

達成し、債券期間の終わりまでに残り(ベースラインからさらに 10%の改善)を達成す

るように目標が設定される。 

• 「施設 B」内の EAF 施設は、緩和施策の実施に関する追加の要件を伴わない。 

• 使用されるバイオマスは、セクション 6.4 の判断基準を満たさなくてはならない。 

• 使用される水素は、セクション 6.1 の判断基準を満たさなくてはならない。 

施策の認証を受ける申請者は、以下を満たさなくてはならない:  

• 債券期間中に(上述のオプションに従い)資産の排出強度が改善し、その最終実績が、債券期間によって

定まるアップグレード後の実績要件と同等になることを実証する、認定エネルギー監査人との契約を持

たなくてはならない。 

• レトロフィット前の排出強度を報告しなくてはならない。 
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• レトロフィット後の排出強度を報告しなくてはならない。 

• 達成された改善率を報告しなくてはならない。 

排出強度は、セクション 4.3.2.2 - Box 1 の排出適用範囲と、Box 2 の排出算定指針に従って算定される。 

3.3 適応とレジリエンスの判断基準 

本セクションでは、脱炭素施策に関する適格性判断基準のうち、適応とレジリエンス(A&R)の部分について述べる、

適合性を実証するためには、すべての施策が、表 7 に述べるチェックリストの要件を満たさなくてはならない。 

このチェックリストは、資産の運用と建設において環境への悪影響が最小限に抑えられ、資産が気候変動に対する適

切な適応性とレジリエンスを備えるとともに、該当する場合、周辺システムにおける他のステークホルダーの適応と

レジリエンスを助けるものとなるよう、申請者が施策の設計、計画および廃止の各段階において、十分なプロセスと

計画を実施したことを検証するツールである。 

チェックリストのすべての要素を検討する必要があり、債券にリンクした特定の施策に関して、これらが満たされて

いること、あるいは該当しないことを示す、適切な証拠が提出されなくてはならない。申請者からの証拠は、例えば

国および地方の免許・認可手続きを満たすために必要とされる報告書など、広い範囲の評価・影響報告書および関連

するデータを含むことが期待される。これには、開発合意書、準拠する計画規則、環境影響評価、脆弱性評価、関連

する適応計画などが含まれることがある。 

検証者に必要な情報を提出することは、申請者の責任である。検証者は、この情報を検証の対象範囲に含めなければ

ならない。 

採点表の各々の設問に対して:  

• 「yes」は、十分な証拠が得られたことを示す。 

• 「no」は、証拠が不十分であることを示す。 

• 「n/a」の場合は、設問に該当しない理由を述べる。 

 

表 7. 製鋼での緩和施策に関する適応とレジリエンスのチェックリスト 

番号 製鋼での緩和施策に関する適応とレジリエンスのチェックリスト 
証拠あり 総合評価 

検証者記入欄 

領域 1: 明確な境界、ならびに施策とそれを運用するシステムの間の重要な相互依存が特定されている。 

1.1.  施策の境界が以下を用いて規定されている: 

1. 債券収益の使用に関連するすべての装置のリスト、 

2. それらの所在地の地図または施設全体における位置／役割の図解、および 

3. 装置の予想運用期間の確認。 

  

1.2.  施策とそれを運用するシステムの間の重要な相互依存が特定されている。これ

らの相互依存関係の特定では、例えば以下によって生じる悪影響の可能性を考

慮しなくてはならない: 

1. 施策と付近の洪水地帯との関係; 

2. 施策と周囲の水域および水路との関係; 

3. 花粉を媒介する昆虫や鳥の減少; 

4. 生物多様性または保護価値の高い7生息場所の縮小; 

5. 大気質に影響を及ぼす粉塵などの粒子状物質; 

  

 

7 www.hcvnetwork.org による保護価値の高い(HCV)生息場所の判断基準 

file:///C:/Users/Paul/Dropbox%20(Climate%20Bonds)/CBI%20Main/Standards/CRITERIA/Cement/4.%20Output%20Docs/2.%20Criteria%20Document/1.%20Drafts/www.hcvnetwork.org
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番号 製鋼での緩和施策に関する適応とレジリエンスのチェックリスト 
証拠あり 総合評価 

検証者記入欄 

6. 付近の弱者集団8からの土地または経済的資産の収用。 

 

 

 

領域 2: 施策がその運用期間中に遭遇し、脆弱性を呈するであろう、重要な物理的気候リスクを特定するための評

価が実施されている。 

2.1 主要な物理的気候リスクとこれらのリスクの指標が、以下の指針に沿って特定

されている: 

• (a)幅広い気候ハザード、および(b)現状の地域のコンテクストにおけるリス

クに関する情報に基づいて、リスクが特定されている、これには洪水地帯

など、過去に特定された重要なハザード地帯に関する情報も含まれる。 

気候変動の不確実性にもかかわらず施策が頑強かつフレキシブルであることを

確証するため、気候リスクの評価検討では、製鋼装置にとって最も重要なもの

を対象に含めることが不可欠である。リスク評価では、以下のような気候変動

の物理的特性を検討する必要がある: 

• 気温上昇 

o 高温は、ある種の装置の運用と効率に影響を及ぼす可能性があ

る。 

• 激しい降雨事象の増加 

o 豪雨は、雨による突発洪水を引き起こし、産業資産に重大な影響

を及ぼす可能性がある9。 

o 干ばつは、気温上昇とともに水の入手性を変化または低下させる

可能性がある。 

• 雲量、風速の変化または最高最低気温の上昇 

o 電力と熱エネルギーの両方の信頼供給にリスクをもたらす。 

• 海面上昇 

o 高潮のリスクにさらされる海岸部のインフラと資産が、冠水する

可能性がある、 

• 土壌浸食の増加 

o 原材料の入手性へのリスク。 

o サプライチェーンの輸送ルートへのリスク。 

リスク評価実施指針: 

• 利用者は、最悪のケースでのシナリオを検討するため、代表的濃縮パスウ

ェイ(RCP) 4.5および 8.5、またはそれと同等・類似のものに基づく気候シナ

リオを適用するべきである。 

• リスク評価では、地域のコンテクストの中で固有のシステム脆弱性を検討

する、トップダウン法とボトムアップ法の両方を用いるべきである。 

• 気候シナリオを作成するためには、幅広いモデルが利用できる。 

• リスク評価では、TCFDの「気候関連リスクおよび機会の開示におけるシナ

リオ分析の活用」が推奨される。 

  

領域 3: 施策は運用期間中の気候変動条件に適している。 

3.1 装置は、本チェックリストの項目 2 で特定された、幅広い気候ハザードに耐え

られなくてはならず、不適応を引き起こし得る状態に固定されてはならない。 
  

 

8 IFC 実績基準による 

9 洪水のリスクとレジリエンスは、例えば洪水対策、沿岸部洪水リスク管理、海岸管理計画などに関連して、地域および国の機関との相互依存関

係を伴うと予想される。 
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番号 製鋼での緩和施策に関する適応とレジリエンスのチェックリスト 
証拠あり 総合評価 

検証者記入欄 

3.2 リスク軽減措置／戦略は、幅広い気候ハザードに耐えられなくてはならず、不

適応を引き起こし得る状態に固定されてはならない。 

 

 

 

  

領域 4:  施策は、それを運用するシステムの気候レジリエンスに害を及ぼさない。これは、本チェックリストの項

目 1 で特定された当該システムの境界および重要な相互依存関係によって示される。 

4.1 投資期間中の入手可能な最善の証拠の原則に基づき、本チェックリストの項目

1 で定める境界および重要な相互依存関係を考慮に入れ、装置自体は、それが

設置されるシステムや、他者の自然、社会、または経済的資産への著しい危害

のリスクをもたらさない。 

危害とは、以下のいずれかの事項に対する有害影響である: 

1. 地域の水域および水路への有害影響; 

2. 粉塵などの汚染物質による大気汚染; 

3. 施策と付近の洪水地帯との関係; 

4. 花粉を媒介する昆虫や鳥の減少; 

5. 生物多様性または保護価値の高い10生息場所の縮小; 

6. 付近の弱者集団11からの土地または経済的資産の収用。 

  

 

  

 

10 HCV Network による保護価値の高い(HCV)生息場所の判断基準 

11 IFC 実績基準による 

https://www.hcvnetwork.org/
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4 製鋼施設の判断基準 

4.1 概観 

 

 

図 4. 製鋼施設の判断基準の概観 

 

 

 

認証不可能 認証可能 

はい 

いいえ 

いいえ 

はい 

はい 

1.  施設は 2022 年またはそれ以降に運用を開始し、後にその施設に関するセク

ション 4.2 の判断基準を満たすか? 

6. 発行者は適応・レジリエンスチェックリストの中で必要とされる要件を達成

したか? 

施策の適応・レジリエンスチェックリストの全文はセクション 4.4を参照 

3.  施設は CCUS を実施済みまたは実施中であり、その CCUSはセクション 6.5 の

判断基準を満たしているか? 
いいえ 

4. 施設が水素、化石ガス、またはバイオマスを使用するなら: 

• 使用される水素の生産はセクション 6.1 の判断基準を満たすか? 

• 化石ガスの生産と使用はセクション 6.2 の判断基準を満たすか? 

• 石炭の生産と使用はセクション 6.3 の判断基準を満たすか? 

• バイオマスの生産と使用はセクション 6.4 の判断基準を満たすか? 

いいえ 

はい 

はい 

いいえ 

2.  施設は 2022 年より前から運用され: 

- 表 7 に掲げるプラント種別のいずれかに１つに該当するか、または   

- 表 7 に掲げるプラント種別の組み合わせであり、 

後にその／それらの施設に関するセクション 4.3 の判断基準を満たすか? 

はい 

5. 施設はセクション 6.6 に述べる川上でのスコープ 3排出に対応する追加的判

断基準を満たすか? 

いいえ 
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4.2 2022 年またはそれ以降に運用を開始する施設の緩和判断基準 

表 6 に、低排出性により認証対象として適格とされる新規資産への投資のリスト、ならびにそれらに関連する、投資

に固有の適格性判断基準を示す。 

リストに掲げた施設の種別は、部門の大規模な脱炭素化に整合するものである。セクション 6 に示す追加の横断的判

断基準は、使用される技術、エネルギー源、または原料に由来する排出やその他の課題を考慮に入れるために設定さ

れた。 

 

表 8. 適格な新規製鉄・製鋼施設とそれぞれの施設種別に適用される認証判断基準 

適格な施設 施設固有の緩和判断基準 

統合された CCS または CCUS を持つ

BF-BOF 製造ライン 

CCS または CCUS は、全排出量の少なくとも 70%を捕集しなくて

はならない12。 

CCS または CCUS は、セクション 6.5 の判断基準に適合する 統合された CCS または CCUS を持つ溶

融還元製造ライン 

統合された CCS または CCUS を持つ化

石ガスによる DRI-EAF 製造ライン 

統合された CCS または CCUS を持つ化

石ガスによる DRI 

鉄スクラップを用いるアーク炉(EAF) 

施設は: 

• 年間総投入量の 70%13 の鉄スクラップを使用しなくてはなら

ない; または  

• 鉄スクラップと(100%)水素利用 DRIの併用は、その合計が

EAF年間総投入量の少なくとも 70%でなければならない。 

(100%) 水素利用 DRI 水素はセクション 6.1 の判断基準を満たす 

(100%) 水素利用 DRI-EAF 製造ライン 

鉄鉱石の電気分解による製鋼ライン 

債券期間中に以下のような様々な戦略を通じて、再生可能エネル

ギーの利用がどのように施設に増強／導入されるかを記述した計

画書: 

a) 再生可能資源による14自社専用発電の増強 

b) 再生可能資源による電力の購入契約の増強 

 

計画書には、実施される戦略の証拠が示されなくてはならない。

実施計画の進捗は、36 か月毎に評価される。 

 

  

 

12 製鋼所には複数の排出源があり、CCS または CCUS の実施に経済的・技術的課題をもたらしている。70%という捕集率は、すべての点源からの排

出を平均した値を指している。これは、最も排出の多い点源(例えば BF)で 90%捕集への投資を促進し、それによって施設全体で 70%とすることを

狙いとしている。技術の進歩に伴い、他の施設のレトロフィットで残りの排出を捕集することが可能になる。 

13 鉄スクラップ利用の世界平均に近く、IEA G7 報告書 www.iea.org/reports/achieving-net-zero-heavy-industry-sectors-in-g7-members で、一次製鋼と二

次製鋼を区分する鉄スクラップの閾値として用いられた値である。 

14 風力、太陽光、小規模水力発電などの再生可能資源から生産されるエネルギー。 

https://www.iea.org/reports/achieving-net-zero-heavy-industry-sectors-in-g7-members
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4.3 2022 年より前から運用されている施設の緩和判断基準 

製鉄または製鋼施設全体の資金を調達するための収益には、表 7 の判断基準が適用される。 

これらの緩和判断基準は、既存の製鋼施設が 2030 年以降の部門の脱炭素目標15 を達成できない技術に留まることな

く、排出緩和を改善できるようにするために設定された。一方、小規模な漸増的施策では、とくに BF-BOF の場合、

2030 年の削減目標を達成するために不十分である。そのため、表 7 のように排出を実質的に緩和させる施策群(該当

する施策の例をに表 4 示す)の実施に投資を集中させるべきである。 

表 9. 既存の製造施設全体の資金を調達する収益の判断基準 

施設の種別 当該プラントに固有の緩和判断基準 

アーク炉 

債券期間中に以下のような様々な戦略を通じて、再生可能エネル

ギーの利用がどのように施設に増強／導入されるかを記述した計

画書:  

a) 再生可能資源による16自社専用発電の増強 

b) 再生可能資源による電力の購入契約の増強 
 

適合性の実証は、セクション 4.3.1 に従うものとする 

2007 年またはそれ以降に運用を開始

する高炉(BF)を持つ製造ライン 

投資は、リライニングのためではない; かつ 

施設の排出強度(tCO2/t steel)を 2022 年から 2030 年までに以下の

ように削減した／削減する脱炭素施策が、施設で実施済み／実施

予定である:  

• 脱炭素前のベースライン排出強度が 2 tCO2/t steel以上であれ

ば、20%の削減とともに、2030 年までに施設の排出強度を

1.8 tCO2/t steel 未満とする; または 

• 脱炭素前のベースライン排出強度が 2 tCO2/t steel未満であれ

ば、15%の削減とともに、2030 年までに施設の排出強度を

1.8 tCO2/t steel 未満とする 
 

適合性の実証は、セクション 4.3.1 に従うものとする 

2007 年より前に運用を開始した高炉

(BF)を持つ製造ライン 

投資は、リライニングのためではない; かつ 

施設の排出強度(tCO2/t steel)を 2022年から 2030年までに 50%削減

した／削減する施策群が、施設群で実施済み／実施予定である; 

かつ 

2030 年までに施設の排出強度を 1.8 tCO2/t steel未満とする 

適合性の実証は、セクション 4.3.1 に従うものとする 

DRI を持つ製造ライン 

下記のいずれかであること: 

a) 化石ガスを用いるプラントの場合: 施設の排出強度(tCO2/t steel)

を 2022 年から 2030 年までに 20%削減した／削減する施策群が、

施設で実施済み／実施予定である; または 

b) 石炭を用いるプラントの場合: 施設の排出強度(tCO2/t steel)を

2022 年から 2030 年までに 40%削減した／削減する施策群が、施

設で実施済み／実施予定である 
 

適合性の実証は、セクション 4.3.1 に従うものとする。 

 

15 これらの判断基準は、セクション 5.3.3 に述べるパスウェイに基づいている。排出削減閾値の設定の根拠については、このセクションと背景文書

を参照していただきたい。背景文書では、MPP, E3G および PNNL, IDDRI によるパスウェイも参考として使用され、検討が加えられている。 

16 風力、太陽光、小規模水力発電などの再生可能資源から生産されるエネルギー。 
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4.3.1 適合性の実証 

申請者は、実施済み／実施予定の脱炭素施策の計画書を、証拠とともに提出しなくてはならず、最終実績が表 7 の実

績要件と同等になることを実証する、認定エネルギー監査人との契約を持たなくてはならない。申請者は、以下のオ

プションのいずれかを用いることができる: 

3. 債券期間中の緩やかな改善: 申請者は、債券期間中に必要な最終実績が達成されるように実績改善目標を設定

する。脱炭素目標に対する進捗を 36 か月毎に評価し、脱炭素目標が満たされているという証拠を示す。 

4. 最初の数年間における前倒しの改善: 必要な最終実績は、債券期間の最初の数年間に達成され、その後の評価

でも、実績が維持されていることが証明される。 

これら 2 つのオプションは、以下の実施例で詳しく説明されている。どちらのオプションでも、CBS の下で毎年のモ

ニタリング、検証、報告が求められる。 

既存施設全体の資金を調達する収益に関する判断基準の適用の実施例 

化石ガスを用いる DRI-EAF施設のための 2025年から 5年間の債券は、以下のことを実証しなくてはならない: 

• DRI  (ガス)プラントは、施設の排出強度(tCO2/t steel)を 2025 年から 2030 年までに 20％削減させた／削減

する脱炭素施策を実施済み／実施予定である。 

• ベースライン排出 0.99 tCO2/t steel の施設は、排出強度 0.79 tCO2/t steelを達成しなくてはならない。 

• 施設は、債券期間中にスコープ 2排出に対応する計画を持つ(表 7 に示す EAFプラントの緩和判断基準に

従う) 

• オンサイトおよび川上でのメタン漏えいに対するMRV (モニタリング、報告、検証)、および緩和施策が

実施されている。大気放出や燃焼があれば報告され、GHG 評価に計上されなくてはならない。メタン排

出は、0.2%未満でなければならない(詳しくは セクション 6.2 を参照)。 

加えて、CCSまたは CCUSが実施されているか、水素、バイオマス、または石炭が使用されている場合は、セ

クション 6 の個別の判断基準を満たさなくてはならない。 

この債券は、2025、2028、および 2030 年の年次報告で適合性を示さなくてはならない。 

申請者は、以下を満たさなくてはならない:  

• 債券期間中に資産の排出強度が改善し、その最終実績が、債券期間によって定まるアップグレード後の

実績要件と同等になることを実証する、認定エネルギー監査人との契約を持たなくてはならず、これは

以下のいずれかによって実施できる:  

2. 施設がすでにレトロフィット実施済みであり、3年毎の検証の初回に 20%の改善を達成できることを

立証する。その後の報告では、施設はこの改善が維持されたことを立証しなくてはならない。 

3. 施設が緩やかに改善を達成できることを立証する。申請者は、3年毎の評価の初回に 10%の実績改善

を達成し、債券期間の終わりまでに残りの改善(ベースラインからさらに 10%の改善)を達成するよう

に目標を設定する。 

• レトロフィット前の排出強度を報告しなくてはならない。 

• レトロフィット後の排出強度を報告しなくてはならない。 

• 達成された改善率を報告しなくてはならない。 

排出強度は、セクション 4.3.2.2 - Box 1 の排出適用範囲と、Box 2 の排出算定指針に従って算定される。 
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4.3.2 方法論に関する注記 

4.3.2.1 ポートフォリオ・レベルではなく資産レベルでの評価 

債券ポートフォリオ(例えば UoPの認証)または資産ポートフォリオ(資産の認証)が複数の製造施設を含んでいる場合、

ポートフォリオが適格であるためには、ポートフォリオ全体にわたる平均ではなく、それぞれの施設について、これ

らの判断基準が満たされていなくてはならない。 

4.3.2.2 排出強度を算定するための技術的指針 

申請者が排出強度を算定する際に従うべき要件を以下に述べる。Box 1 と Box 2 の指針は、サステナブル STEEL 原則17

の排出強度算定方法に基づいている。 

Box 1: 排出の範囲「固定的システム境界」18  

現在、鉄鋼メーカーは、各社の製造活動の範囲に応じて、GHG プロトコルによるスコープ 1、2、3 の CO2排出強度

を算定している。しかし鉄鋼部門では、所有構造や製造施設の垂直統合の程度に大きなばらつきがある。そのた

め、特にスコープ 3の排出量の算定には一貫性がなく、鉄鋼メーカーを公平に比較することが難しくなっている。 

排出強度の値を比較可能にするため、サステナブル STEEL 原則19からの取り組みが適用される。これは申請者が、

固定的システム境界20 (図 5 に示す)の内側に含まれる活動について、自社の排出強度を定量化するものである。 

固定的システム境界の内側では、申請者は排出強度を算定するために、各種のプロセスの所有形態を問わず、また

垂直統合型のメーカーであるか非垂直統合型であるかにかかわらず、同じ境界の中に含まれるすべての排出を数え

上げなくてはならない。これは、GHG プロトコルによるスコープ 1、2、3 の会計基準を放棄するものではなく、む

しろ、メーカーにとって排出がスコープ 1、2、3 のどれであるかを問わず、鋼の製造に由来する排出の境界を一義

的に定めるものである。この境界の内側には、鉄鋼メーカーのスコープ 1 および 2 の排出と、スコープ 3 の排出の

一部(垂直統合の程度によって異なる) (具体的には購入された物品と用益、固形製品の加工)が含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 ロッキーマウンテン研究所(RMI)と気候変動対応金融ワーキンググループによって策定され、以下に公開されている: 

https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf  

18 本セクションのすべての情報は、サステナブル STEEL 原則から得られたものであり、詳細は以下に掲載されている: 

https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf 

19 ロッキーマウンテン研究所(RMI)と気候変動対応金融ワーキンググループ[Climate Aligned Finance Working Group]によって策定され、以下に公開さ

れている: https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf  

20 以下に掲載されたネットゼロ鉄鋼パスウェイ方法論プロジェクト[Net-Zero Steel Pathway Methodology Project] (NZSPMP)の勧告に基づく: 

www.netzerosteelpathwayproject.com/  

https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
https://www.netzerosteelpathwayproject.com/
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図 5. 鉄鋼における排出報告のための固定的境界21. 
 

図 6 は、垂直統合型と非垂直統合型の鉄鋼メーカーの例を示している。垂直統合型の鉄鋼メーカーでは、排出を算

定する際、境界内のすべての排出がスコープ 1 と 2 に該当する。一方、非垂直統合型の鉄鋼メーカーは、製造プロ

セスの一環として物品や用益を購入しており、それらの購入(例えばペレット製造)や自社内で行われない加工によ

る排出はスコープ 3に該当するが、これらは境界内であるため、排出強度計算に計上する必要がある。 

 

 

21 出典: ISO 14404 に基づく RMI の説明、ネットゼロ鉄鋼パスウェイ方法論プロジェクト[Net-Zero Steel Pathways Methodology Project]、世界鉄鋼協

会、および ACT - 低炭素移行評価イニシアチブ[Assessing Low Carbon Transition]。 

排出報告のため

の固定的境界 
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非垂直統合型の鉄鋼メーカーは、供給元や引き取り先からじかに提供される一次排出データを使用するか、または

じかにデータを得ることができなければ(あるいは供給元や引き取り先が多数であれば)、標準排出係数を使用する

ことができる。  

図 6. 固定的システム境界の中に含まれるスコープ 1、2、3排出の例 

排出の範囲に関して、これ以外に考慮すべき事項は、サステナブル STEEL 原則の補遺 XII.122に記載されている。該

当するトピックのリストを以下に示す:  

• 認められた標準排出係数は、補遺 XII.123のパート 5「データソース」に記載されている。これらは、一次排出デ

ータが得られない場合にのみ使用する。 

• ペレットプラントの範囲: 鉄鉱石の採掘と選鉱は、固定的システム境界に含まれない。混乱を避けるため、ペ

レットプラント事業の定義24は、「鉄鉱石の品位向上(例えば磁力選鉱、浮遊選鉱)の後に行われる乾燥および粉

砕の段階、ならびにペレットを作るための原料の事前処理(例えば湿潤とバインダー混合)、造粒、硬化、ふる

い分けの段階」とすることが提案されている。これは、補遺 XII.1 の資料 15 で説明されている。 

• クレジット: クレジットは、鉄鋼サプライチェーンでも利用できる中間生産物(例えばペレット、焼結鉱、石

灰、コークス)のプラント外への移出についてのみ考慮される。中間生産物とは、補遺 XII.1の図 5に掲げられて

いる、原料の事前処理と製鉄のプロセスで生成するすべての液体および固体である。 

• 電力排出係数: 方法論と排出係数については、補遺 XII.1 (4 - 電力排出係数)25を参照。  

 

製鉄、製鋼、および補助プロセスに由来するすべての排出が、固定的システム境界の中に含まれるが、鉄鉱石と石

炭の採掘に由来する排出は、適用範囲から除外される26。但し、本書のセクション 6 では、石炭と化石ガスの使用

に由来するメタン漏えいを考慮に入れるため、定量的な判断基準が設定されている。 

 

22 https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf  

23 https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf  

24 EU、利用可能な最善の技術に関する参考文書(BREFs)等に基づく 

25 https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf 

26 この方法論の下で用いられるシナリオは、鉄鋼部門の境界内での鉱山の排出を含まない。そのため、排出強度の算定に鉱山の排出を含めると、

排出強度削減について設定された閾値との間、およびセクション 5.3.3 の脱炭素パスウェイとの間で、適用範囲に矛盾が生じる。このアプローチ

は、ISO、Worldsteel、ACT 方法論など、 他の基準とも一致している。将来的には、シナリオによって可能であれば、鉱山の排出や、メタンなど追

加の GHG 排出を含めるように、固定的境界を拡大することが考えられる。 

スコー

プ１ 

スコー

プ 2 

スコー

プ 3 

https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
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Box 2: 排出算定の指針27 

算定の手順は、鉄鋼産業でプラントレベルの排出を算定するための標準的手法である ISO 14404 シリーズに基づき、それを改

変・拡張したものである。具体的には: 

ここに: 

t (1から N まで): それぞれの燃料、エネルギー、その他の投入(排出源)を表す 

K: 排出係数28 を表す 

Q: プラント排出量を表す 

d: 直接 –  鉄鋼プラントでの燃料源と電力使用からの排出を表す。排出係数は、燃料源／発電の炭素強度に基づいて

定められる 

i: 間接 – 鉄鋼プラントの外で起こる排出を表す(例えばペレットが移入される場合)。これらの排出は、該当する生産

者／消費者によって決定され、鉄鋼会社に移転されるべきである。これが不可能であれば、平均排出係数を用いる

ことができる29。なお、これは ISO 14404 に定めるカテゴリ―を拡張したものであり、川下のプロセス(圧延など)を

含んでいる。それらは製鋼プラントで実施されないが、図 5 の固定的システム境界と合わせるために含める必要が

あるものである。輸送による排出は含まれない。 

c: クレジット排出を表す(Box 1 の定義を参照)。 
 

この算定で求められる全体的な排出を、鋼の製造トン数で割って強度の値に換算する:  

 

ここに Ico2 は炭素排出強度を表し、Eco2 は総排出量を表し、Mtotal は鋼の総製造トン数を表す。 
 

 

 

4.4 適応とレジリエンスの判断基準 

本セクションでは、製鋼施設に関する適格性判断基準のうち、適応とレジリエンスの判断基準(R&R)の部分について

述べる。適合性を立証するためには、すべての施設が、下記表 10 に述べるチェックリストの要件を満たさなくては

ならない。 

このチェックリストは、施設の運用と建設において環境への悪影響が最小限に抑えられ、施設が気候変動に対する適

切な適応性とレジリエンスを備えるとともに、該当する場合、関連システムにおける他のステークホルダーの適応と

レジリエンスを助けるものとなるよう、申請者が施設の設計、計画および廃止の各段階において、十分なプロセスと

計画を実施したことを検証するツールである。 

 

27 A 本セクションのすべての情報は、サステナブル STEEL 原則から得られたものであり、詳細は以下に掲載されている: 

https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf  

28 サステナブル STEEL 原則の補遺 XII.1「電力排出係数とデータソース」を参照: https://climatealignment.org/wp-

content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf 

29 同上 

https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
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チェックリストのすべての要素を検討する必要があり、債券にリンクした特定の施設に関して、これらが満たされて

いること、あるいは該当しないことを示す、適切な証拠が提出されなくてはならない。申請者からの証拠は、例えば

国および地方の免許・認可手続きを満たすために必要とされる報告書など、広い範囲の評価・影響報告書および関連

するデータを含むことが期待される。これには、開発合意書、準拠する計画規則、環境影響評価、脆弱性評価、関連

する適応計画などが含まれることがある。 

検証者に必要な情報を提出することは、申請者の責任である。検証者は、この情報を検証の対象範囲に含めなければ

ならない。 

採点表の各々の設問に対して:  

• 「yes」は、十分な証拠が得られたことを示す。 

• 「no」は、証拠が不十分であることを示す。 

• 「n/a」の場合は、設問に該当しない理由を述べる。 

 

表 10. 製鋼施設に関する適応とレジリエンスのチェックリスト 

番号 
製鋼施設に関する適応とレジリエンスのチェックリスト 

(注、施設が鉄鉱石鉱山と同じ敷地を共有している場合、申請者は、製造プラントと鉱山の両方が

評価の範囲に含まれると考えねばならない) 

証拠あり 総合評価 

検証者記入欄 

領域 1: 明確な境界、ならびに施設とそれを運用するシステムの間の相互依存関係が特定されている。 

1.1.  インフラの境界が以下を用いて規定されている: 

1. 債券収益の使用に関連するすべての施設のリスト、 

2. それらの所在地の地図、および 

3. 施設の予想運用期間の確認。 

  

1.2.  施設とそれを運用するシステムの間の重要な相互依存が特定されている。これ

らの相互依存関係の特定では、例えば以下によって生じる悪影響の可能性を考

慮しなくてはならない: 

1. 施設と付近の洪水地帯との関係; 

2. 施設と周囲の水域および水路との関係; 

3. 資産／プロジェクトとプラント周辺の住宅地との関係; 

4. 暴風で倒壊するリスクのある境界付近の構造物による、近隣不動産の損害

または価値低下; 

5. 花粉を媒介する昆虫や鳥の減少; 

6. 生物多様性または保存価値の高い30生息場所の縮小; 

7. 大気質に影響を及ぼす粉塵などの粒子状物質; 

8. 付近の弱者集団31からの土地または経済的資産の収用。 

  

領域 2: 施策が運用期間中に遭遇し、脆弱性を呈するであろう、主要な物理的気候ハザードを特定するための評価

が実施されている 

2.1 主要な物理的気候リスクとこれらのリスクの指標が、以下の指針に沿って特定

されている: 

• (a)幅広い気候ハザード、および(b)現状の地域のコンテクストにおけるリス

クに関する情報に基づいて、リスクが特定されている、これには洪水地帯

など、過去に特定された重要なハザード地帯に関する情報も含まれる。 

気候変動の不確実性にもかかわらず製鋼施設が頑強かつフレキシブルであるこ

とを確証するため、気候リスクの評価検討では、プラントにとって最も重要な

ものを対象に含めることが不可欠である。リスク評価では、以下のような気候

変動の物理的特性を検討する必要がある: 

  

 

30 www.hcvnetwork.org による保護価値の高い(HCV)生息場所の判断基準 

31 IFC 実績基準による 

http://www.hcvnetwork.org/
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番号 
製鋼施設に関する適応とレジリエンスのチェックリスト 

(注、施設が鉄鉱石鉱山と同じ敷地を共有している場合、申請者は、製造プラントと鉱山の両方が

評価の範囲に含まれると考えねばならない) 

証拠あり 総合評価 

検証者記入欄 

• 気温上昇 

o 高温は、ある種の装置の運用と効率に影響を及ぼす可能性があ

る。 

o 冷却用の水およびエネルギー消費量の増加。 

• 激しい降水事象の増加 

o 豪雨は、雨による突発洪水を引き起こし、産業資産に重大な影響

を及ぼす可能性がある32。 

o サイトの冠水によって入場・退出が困難になることがある。 

• 地すべり／地盤移動 

o 建物、装置、インフラの損傷 

o サイトの入場・退出が困難になることがある。 

• 気候の乾燥化 

o 干ばつは、気温上昇とともに水の入手性を変化または低下させる

可能性がある。 

o 粉塵抑制と清掃のために水道水の使用や水道水への依存が増える

可能性。 

o サイトからの粉塵排出が増える可能性。 

• 河川流量の低下 

o 原料の入手性へのリスク。 

o サプライチェーンの輸送ルートへのリスク。 

• 雲量、風速の変化または最高最低気温の上昇 

o 電力と熱エネルギーの両方の信頼供給にリスクをもたらす。 

• 海面上昇 

o 高潮のリスクにさらされる海岸部のインフラと資産が、冠水する

可能性がある。 

o 頻繁な塩水曝露による資産の耐用年数の短縮。 

• 海岸／河川浸食の増加 

o 原料の入手性へのリスク。 

o サプライチェーンの輸送ルートへのリスク。 

• 山火事 

o 建物、装置、産業インフラの重大な損傷 

o 爆発 

o サプライチェーンの途絶 

リスク評価実施指針: 

• 利用者は、最悪のケースでのシナリオを検討するため、代表的濃縮パスウ

ェイ(RCP) 4.5 および 8.5 またはそれと同等／類似のものに基づく気候シナ

リオを適用するべきである。 

• リスク評価では、地域のコンテクストの中で固有のシステム脆弱性を検討

する、トップダウン法とボトムアップ法の両方を用いるべきである。 

• 気候シナリオを作成するためには、幅広いモデルが利用できる。 

• リスク評価では、TCFDの「気候関連リスクおよび機会の開示におけるシナ

リオ分析の活用」が推奨される。 

領域 3: これらのリスクに対処するために実施済みまたは実施予定の施策は、インフラが運用期間中の気候変動条

件に適していると言えるレベルまで、リスクを緩和する。 

3.1 以下は、申請者によって検討され、あるいは法規(規範、基準など)の一環とし

て採用される可能性のある、リスク管理活動の例である。このリストは網羅的
  

 

32 洪水のリスクとレジリエンスについては、例えば地域の水防や海岸管理計画などに関連する、地域および国の機関との相互依存関係が生じる可

能性が高い。 
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番号 
製鋼施設に関する適応とレジリエンスのチェックリスト 

(注、施設が鉄鉱石鉱山と同じ敷地を共有している場合、申請者は、製造プラントと鉱山の両方が

評価の範囲に含まれると考えねばならない) 

証拠あり 総合評価 

検証者記入欄 

ではなく、申請者は、リスク評価で特定された気候リスクと影響に対処するた

めに重要な緩和施策を十分に評価するべきである。 

 

気温 

• 設計基準は、想定される範囲の気温上昇が生じても、装置の定格を運用期

間の全体にわたり維持するものである。 

• さらに極端な気温でも従業員が働き続けられることを保証するレジリエン

ス施策(例えば空調)。 

• 水は、オンサイトでの再利用のために浄化され、再循環される。 

• 代替の冷却システム。 

• 現在の冷却システムがどれだけ有効であるかを評価し、必要であればアッ

プグレードまたは改変を提案する。 

極端な降雨 

• 雨による洪水へのレジリエンスを高める設計。 

• サイトの排水要件の評価。 

• サイトに出入りする適切な代替輸送ルートを確保する。 

気候の乾燥化 

• 水の使用を見直し、雨水の捕集と利用を最大限にするための施策が実施さ

れている。 

• 粉塵抑制や清掃などの活動に利用できる雨水が減ることを考慮しても、水

道水の能力は十分である。 

雲量、風速の変化または最高最低気温の上昇 

• 移入エネルギーへの依存度の低下と貯蔵インフラ。 

海面上昇 

• 腐食を予防する。施策としては、腐食しやすいプラントや装置を、塗装や

耐食コーティングで保護すること、定期的に点検とメンテナンスを実施す

ることなどが考えられる。 

• 洪水リスクの評価と計画策定。 

洪水の増加 

• 洪水リスクの評価と計画策定。 

• 被害想定地帯を避けた立地。 

• 水防システムと海岸管理計画が適切であることを保証する。 

海岸／河川浸食の増加 

• 海岸管理計画／海岸浸食評価 

地すべり／地盤移動 

• 製鋼インフラの立地を評価する際には、地盤移動と地すべりの可能性を考

慮する。 

山火事 

• 火災検知器、ガス検知器、スプリンクラーシステムの設計など、能動的な

火災予防手段を実施する。 

• 荒蕪地と植生の管理 

一般的なリスク緩和施策: 

• 事業継続計画 

• 生産復旧計画 

• システムセキュリティー基準 

• 従業員能力構築 
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番号 
製鋼施設に関する適応とレジリエンスのチェックリスト 

(注、施設が鉄鉱石鉱山と同じ敷地を共有している場合、申請者は、製造プラントと鉱山の両方が

評価の範囲に含まれると考えねばならない) 

証拠あり 総合評価 

検証者記入欄 

3.2 リスク緩和施策は、幅広い気候ハザードに耐えられなくてはならず、不適応を

引き起こし得る状態に固定されてはならない。 
  

領域 4: 施設は、それを運用する所定のシステムの気候レジリエンスに害を及ぼさない。これは、本チェックリス

トの項目 1 で特定された境界、および当該システムとの重要な相互依存関係によって示される。 

4.1 投資期間中の入手可能な最善の証拠の原則に基づき、本チェックリストの項目

1 で定める境界および重要な相互依存関係を考慮に入れ、施設自体は、それが

設置されるシステムや、他者の自然、社会、または経済的資産への著しい危害

のリスクをもたらさない。 

危害とは、以下のいずれかの事項に対する有害影響である: 

1. 地域の水域および水路への有害影響; 

2. 粉塵などの汚染物質による大気汚染; 

3. 資産／プロジェクトと付近の洪水地帯との関係;  

4. 花粉を媒介する昆虫や鳥の減少; 

5. 生物多様性または保存価値の高い33生息場所の縮小; 

6. 付近の弱者集団34からの土地または経済的資産の収用。 

  

領域 5: 鉄鉱石鉱山とサイトを共有する施設に関する追加的要件(サイト内に鉱山を持たない施設は、本セクション

に適合する必要はない) 

5.1 以下の細目を含む、実行可能な鉱山復旧計画35 の証拠が提供されている: 

• 閉鎖後の土地利用 

• 法令遵守 

• 段階的復旧 

• ステークホルダーの参画 

• ベースライン状態の評価が実施済みである 

• モニタリング計画が存在する 

  

5.2 以下の細目を含む、実行可能な生物多様性管理計画 14 の証拠が提供されてい

る: 

• 閉鎖後の土地利用 

• 法令遵守 

• 段階的復旧 

• ステークホルダーの参画 

• ベースライン状態の評価が実施済みである 

• モニタリング計画が存在する 

  

領域 6: 申請者は、リスクとレジリエンス施策の妥当性に関する継続的なモニタリングと評価が実施され、必要に

応じてこれらの施策の修正が行われることを実証しなくてはならない。 (認証対象となる金融商品または資産に応

じて異なる認証条件に基づき、報告が必要である)。 

6.1 本チェックリストの項目 2で特定されたリスクの指標が提供されている。   

6.2 本チェックリストの項目 3 で特定されたリスク緩和施策の指標が提供されてい

る。 
  

6.3 本チェックリストの項目 4 で特定された「目的にかなう」緩和効果施策の指標

が提供されている。 
  

 

33 www.hcvnetwork.org による保護価値の高い(HCV)生息場所の判断基準 

34 実績基準による 

35 GCCA は、そのような計画を策定するための詳細な指針を提供している: https://gccassociation.org/wp-

content/uploads/2020/05/GCCA_Guidelines_Sustainability_ 
Biodiversity_Quarry_Rehabilitation_May_2020-1.pdf  

file:///C:/Users/Paul/Dropbox%20(Climate%20Bonds)/CBI%20Main/Standards/CRITERIA/Cement/4.%20Output%20Docs/2.%20Criteria%20Document/1.%20Drafts/www.hcvnetwork.org
https://gccassociation.org/wp-content/uploads/2020/05/GCCA_Guidelines_Sustainability_Biodiversity_Quarry_Rehabilitation_May_2020-1.pdf
https://gccassociation.org/wp-content/uploads/2020/05/GCCA_Guidelines_Sustainability_Biodiversity_Quarry_Rehabilitation_May_2020-1.pdf
https://gccassociation.org/wp-content/uploads/2020/05/GCCA_Guidelines_Sustainability_Biodiversity_Quarry_Rehabilitation_May_2020-1.pdf
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番号 
製鋼施設に関する適応とレジリエンスのチェックリスト 

(注、施設が鉄鉱石鉱山と同じ敷地を共有している場合、申請者は、製造プラントと鉱山の両方が

評価の範囲に含まれると考えねばならない) 

証拠あり 総合評価 

検証者記入欄 

6.4 申請者は、(a)インフラに関連した気候リスク、(b)気候レジリエンス実績、お

よび(c)気候レジリエンス施策の適切性のモニタリングを毎年実施するための、

実行可能な計画を持ち、気候リスクの変化に対応するために必要に応じて修正

を行う。 

  

6.5 生産または操業が中断した場合は、中断の程度(例えば産出量または収入の低

下)を測り、中断の原因とともに報告しなくてはならない。さらなる影響のリ

スクを減らすために措置を講じた場合は、それも記録しなくてはならない。 

  

5 事業体とサステナビリティ・リンク・ボンド(SLBs)の判断基準 

注: 気候ボンド基準 v4.0 が最終決定されるまで、資産、事業体、および SLB の認

証は可能にならない。なぜなら、とくに事業体と SLB については、基準 v4.で

は、以下に述べる鉄鋼部門固有の判断基準に加えて、事業体と SLB の認証で

適合する必要がある、部門固有でない新たな要件が含められるからである。

パブリックコンサルテーションの後、基準 v4.0 は、現在、最終決定の途上に

あり、遠からず公表される。詳細については、ここを参照していただきたい。 

以下のセクションでは、認証対象に応じて、類似しているが異なる判断基準について述べる: 

• 事業体全体(本書では製鋼会社)、その時点以降に当該事業セグメントのために会社によって発行される債券も、

これを敷衍して Climate Bonds 認証される(これは一定の期間に限定され、その時点で再検証が行われなくてはなら

ない) – セクション 5.1 を参照 

• そのような法人事業体によって発行される SLB – セクション 5.2.を参照 

セクション 5.3 には、非金融企業とその発行する SLB に適用される方法論に関する注記が含まれている。 

注: 現在の提案では、会社の一部分のみ、もしくは会社のグループ (「評価対象事業体」) 

の認証、または会社の一部分のみ、もしくは会社のグループ に関連する SLB の認証が

容認される予定である。完全な詳細については、気候ボンド基準 v4.0 草案パート D セ

クション 2.2 を参照していただきたい(現在起草中)。 

 

5.1 適格な非金融企業の部門別判断基準 

表 9 に示すように、2段階の事業体認証が可能である: 

表 11. 事業体の段階認証 

事業体の

段階 

事業体認証要件 

段階 1 気候緩和の判断基準 

1. 認証の時点で、評価対象事業体の製鋼施設の平均排出強度は、事業体レベルのパスウェイ閾

値を満たしており、それらの 2050 年までの将来の実績目標は、漸減する閾値を満たし続け

る(セクション 5.3.3 を参照); かつ 

https://www.climatebonds.net/climate-bonds-standard-v4
https://www.climatebonds.net/files/files/DRAFT-climate-bonds-standard-v4-public-consultation-060922-Final.pdf
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事業体の

段階 

事業体認証要件 

2. 評価対象事業体の移行計画は、2050 年までの将来の実績目標が満たされるという、信用で

きる証拠を提供している(移行計画に関する詳細な要件については、Climate Bonds Standard 

v4.0 草案 (パート D セクション 3.2)を参照); かつ  

3. 評価対象事業体は、これらの実績目標と移行計画に関して、十分な外部的透明性と保証を提

供している(開示と外部保証に関する詳細な要件については、気候ボンド基準 v4.0 草案(パー

ト D セクション 6 および 7)を参照; かつ 

4. 認証の時点で、燃料または還元剤として水素、バイオマス、石炭または化石ガスを使用する

すべての社内施設は、セクション 6 の横断的判断基準を満たす; かつ 

5. 会社の製造施設が CCSまたは CCUSを採用しているなら、それはセクション 6.5.5 の判断基準

を満たす; かつ 

6. 認証の日の後に運用を開始するプラントがあれば、そのプラントは運用開始の第 1日から セ
クション 4.2 の判断基準を満たす。これに関する詳細が、移行計画に記載される。 

適応とレジリエンスの判断基準 

7. 評価対象事業体のすべての製造施設は、セクション 4.4 に述べる適応とレジリエンスの判断

基準を満たし、5年毎に再評価と再確認が行われる。 

段階 2 判断基準は、以下の点を除き、段階 1 と同じである: 

評価対象事業体の製鋼施設の平均排出は、認証の時点で事業体レベルのパスウェイ閾値を満た

さないが、将来の実績目標は、2030 年までに事業体レベルの排出閾値に整合し、その日の後も

整合し続ける。 

 

5.2 サステナビリティ・リンク(SLBs)の判断基準 

表 10 表 12 に示すように、2 段階の SLB 認証が可能である。  

表 12. SLB の段階認証 

SLB の段

階 

SLB 認証要件 

段階 1 気候緩和の判断基準 

1. 認証の時点で、評価対象事業体の製鋼施設の平均排出強度は、事業体レベルのパスウェイ閾

値を満たし、かつ、債券クーポンとリンクした施設でのそれらの将来の実績目標は、2050

年まで漸減する閾値に整合し続ける(セクション 5.3.3 を参照); かつ 

2. 評価対象事業体の移行計画は、2050 年までの将来の実績目標が満たされるという、信用で

きる証拠を提供している(移行計画に関する詳細な要件については、気候ボンド基準 v4.0 草

案 (パート D セクション 3.2)を参照; かつ 

3. 評価対象事業体は、これらの実績目標と移行計画に関して、十分な外部的透明性と保証を提

供している(開示と外部保証に関する詳細な要件については、気候ボンド基準 v4.0 草案(パー

ト D セクション 6 および 7)を参照; かつ 

4. 認証の時点で、燃料または還元剤として水素、バイオマス、石炭または化石ガスを使用する

すべての社内施設は、セクション 6 の横断的判断基準を満たす; かつ 

5. 会社の製造施設が CCS または CCUS を採用しているなら、それはセクション 6.5 の判断基準

を満たす; かつ 

6. 認証の日の後に運用を開始するプラントがあれば、そのプラントは運用開始の第 1日から セ
クション 4.2 の判断基準を満たす。これに関する詳細が、移行計画に記載される。  

適応とレジリエンスの判断基準 

7. 評価対象事業体のすべての製造施設は、セクション 4.4 に述べる適応とレジリエンスの判断

基準を満たし、5年毎に再評価と再確認が行われる。 

段階 2 判断基準は、以下の点を除き、段階 1 と同じである: 

https://www.climatebonds.net/files/files/DRAFT-climate-bonds-standard-v4-public-consultation-060922-Final.pdf
https://www.climatebonds.net/files/files/DRAFT-climate-bonds-standard-v4-public-consultation-060922-Final.pdf
https://www.climatebonds.net/files/files/DRAFT-climate-bonds-standard-v4-public-consultation-060922-Final.pdf
https://www.climatebonds.net/files/files/DRAFT-climate-bonds-standard-v4-public-consultation-060922-Final.pdf
https://www.climatebonds.net/files/files/DRAFT-climate-bonds-standard-v4-public-consultation-060922-Final.pdf
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SLB の段

階 

SLB 認証要件 

認証の時点で、評価対象事業体の製鋼施設の平均排出は、事業体レベルのパスウェイ閾値を満

たさないが、債券クーポンとリンクした施設での将来の実績目標は、2030 年までに整合を達成

し、その後も 2050 年まで整合し続ける(セクション 5.3.3 を参照)。 

 

5.3 方法論に関する注記 

5.3.1 ポートフォリオ・レベルでの評価 

評価対象事業体の製鋼活動が、排出強度の閾値を満たしているかどうかの評価は、ポートフォリオ・レベルで判定さ

れる。すなわち、すべての製鋼施設にわたる平均排出強度が計算される。各々の施設を個別に評価する必要はない。 

5.3.2 固定的システム境界: 排出の範囲 

含めるべき排出の範囲は、個々の製造施設のものと同じである。詳しくはセクション 4.3.2.2 – Box 1 を参照。 

5.3.3 評価対象事業体の事業体レベルの排出強度閾値 

事業体と SLBのネットゼロ整合を評価するためには、温度オーバーシュートなしに、長期的気温上昇を 1.5°Cに抑えら

れる確率を約 50%にするという、サステナブル STEEL 原則36からのアプローチが採用された37。 

サステナブル STEEL原則では、ただ 1つの炭素予算を用いて閾値を決めるのではなく、鉄鉱石からの製鋼(一次製鋼)に

よる排出と、スクラップや使用済みの鋼の再処理からの製鋼(二次製鋼)による排出を区別する38。これは、2 種類の製

鋼方法にそれぞれ別の脱炭素化の行程が必要であるという認識に立ち、両者の炭素強度の大きな違いを反映させるた

めである39。これらの原則の下で鉄鋼メーカーは、各社のスクラップ利用を評価しているが、これは各鉄鋼メーカー

の脱炭素目標が、外部スクラップの利用に基づいて重みづけされた、会社固有の目標であることを意味している。 

スクラップ装入で重みづけされた申請者の排出強度は、修正後40の国際エネルギー機関の 2050 年ネットゼロシナリオ
41 (以下 IEA NZE と呼ぶ)との比較が可能でなければならない。修正後のシナリオでは、図 7 に示すパスウェイと 

表 13 に示す排出強度閾値が分割されることになる。 

 

 

36 サステナブル STEEL 原則。詳細については: https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf  

37 この原則では 2 つの脱炭素化シナリオが用いられ、両者によって整合ゾーンが規定される。一方、これらの判断基準では、IEA による 1.5°C のシ

ナリオだけが採用された。このアプローチが採用された根拠については、背景文書を参照していただきたい。  

38 一次製鋼と二次製鋼による排出を区別する根拠については、背景文書を参照。 

39 別々の行程を用いるアプローチは、「ネットゼロ鉄鋼パスウェイ方法論プロジェクト 」によって最初に提案され、後にロッキーマウンテン研究

所(RMI)によって、「サステナブル STEEL 原則 」の策定に利用された。 

40 このベンチマークは、2021 年に公表された IEA の「2050 年ネットゼロ」シナリオを、次のように修正したものである: IEA の「2050 年ネットゼ

ロ」報告書に記載された 10 年毎の排出とスクラップ利用のデータを用いて、毎年の排出とスクラップ利用のデータが補完された; スコープ 1 排出

は、 IEA の「2050 年ネットゼロ」報告書から直接引用されたが、スコープ 2 排出は、同報告書に記載された総生産量に占める各技術の割合を用

い、ミッション・ポッシブル・パートナーシップのモデルに含まれる対応する排出係数と組み合わせることによって推定された。 

41 国際エネルギー機関、「2050 年ネットゼロ: 世界のエネルギー部門のためのロードマップ」、2021 年 5 月、www.iea.org/reports/net-zero-by-2050  

https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
https://www.netzerosteelpathwayproject.com/
https://steelprinciples.org/
https://www.iea.org/reports/net-zero-by-2050
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図 7. すべての製鋼会社の排出パスウェイ(スコープ 1 と 2の合計)42 

 

表 13. すべての製鋼会社の排出パスウェイを規定する閾値43 (データ点の中間では直線的行程を想定する) 

IEA NZE 行程 

年 一次排出強度 
(t CO2/t steel) 

二次排出強度 
(t CO2/t steel) 

2020 2.38 0.75 

2025 2.09 0.54 

2030 1.81 0.32 

2035 1.35 0.22 

2040 0.90 0.12 

2045 0.51 0.12 

2050 0.12 0.12 

 

閾値の算定と整合の評価: 

排出と外部スクラップの利用に基づいて会社の整合性を判定するために、パスウェイが用いられる。鉄鋼メーカーが

パスウェイへの適合を証明するためには、毎年達成する必要のある IEA NZE 閾値を、一次および二次製鋼の軌跡の加

重合計として算定しなくてはならない。重みは、重量比での外部スクラップの割合(二次製鋼)、および他の金属投入

(一次製鋼)である。 

整合を判定するために、申請者は、以下の手順を実施しなくてはならない(表 12 の例を参照): 

1. 排出強度の年間データを開示する: 総 CO2 排出量(図 5 の固定的システム境界を用いる)を、製綱プロセスで製

造された鋼の質量で割って排出強度を計算する(Box 1と Box 2 で説明した STEEL 原則の指針に従う): 

 

 

42 ロッキーマウンテン研究所により提供。詳しくは https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/split_trajectory_briefing.pdf  

43 ロッキーマウンテン研究所により提供。詳しくは https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/split_trajectory_briefing.pdf 
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https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/split_trajectory_briefing.pdf
https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/split_trajectory_briefing.pdf
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2. スクラップ装入の年間データを開示する: 製鋼に用いられたスクラップ系原料の割合。購入されたプレコンシ

ューマ44 またはポストコンシューマ45 の外部スクラップ46についてのみ報告が必要であり、鉱石系原料は、購

入物(鉄鉱石、ペレット、焼結鉱、銑鉄および DRI/HBI)の質量と鉄含有量に基づき、次の式で計算する: 

 
ここにMs は、スクラップの質量(購入された外部スクラップの質量－売却された自家スクラップの質量)であ

り、Mi と xi は、それぞれ購入されて使用された鉱石系原料の質量と鉄品位である。 

3. 一次および二次閾値(図 6 の IEA NZE から定める)の加重合計として、毎年の行程目標を定める。重みは、スク

ラップ装入(二次製鋼の場合)および 1 からスクラップ装入を引いた値(一次製鋼でその他の金属原料)である。 

4. 会社の総排出量が、目標より多いか少ないかを調べる。 

会社の排出量が目標より少なければ、1.5°C に整合しているので、 段階 1 の認証を申請することができる。反対に会

社の排出量が目標より多ければ、まだ 1.5°C に整合していないので、2030 年までに整合することを実証しなくてはな

らない(表 9 (事業体認証の場合)または 10 (SLB 認証の場合)を参照)。 

 

表 14. 会社の排出強度が IEA NZE 経路に整合していることを判定する計算の例47 

 

5.3.4 3 年毎に達成すべき閾値 

排出強度閾値は、長期的に滑らかな曲線を描いて下降する。現実には、脱炭素化によって排出レベルが段階的に変化

することが多い。これを反映させるため、実績目標は少なくとも 3 年毎に排出強度閾値と整合するべきであるが、毎

年の整合は要求されない。 

  

 

44 製造の過程で取り除かれて廃棄物の流れに入る物資(例えば打抜き加工の切りくず)。プレコンシューマ・スクラップは、さらに製鋼と同じプラ

ントで発生する自家スクラップと、その後の製造プラントで発生する加工スクラップ(製造スクラップ)に分類される。 

45 製品寿命を終えた鉄製品から回収される物資(例えば廃自動車からの鋼のリサイクリング)。 

46 プレまたはポストコンシューマの外部スクラップのみが考慮される。鉄鋼メーカーがスクラップ装入率の報告を水増しするために、自家スクラ

ップを売却して、別の発生源から買い戻すことを助長しないよう、自家スクラップ(製鋼と同じプラントで発生するもの)は除外され、自家スクラ

ップの売却は、購入された外部スクラップの質量から差し引かれる。 

47 以下の文書から改変: サステナブル STEEL 原則の枠組み 

会社による

報告 

計算 

パラメーター 

2022 年の製造(t) 

2022 年の製造ミックス 

2022 年の排出強度(tCO2/t 

steel) 

2022 年の原料種別毎の IEA 

NZE 排出強度閾値(tCO2/t 

steel) 

鉄鋼会社の IEA NZE 合計排出

強度目標(tCO2/t steel) 

排出強度 Δ (2022年の合計排

出強度－IEA NZE 目標) (tCO2/t 

steel) 

鉄鋼メーカーA 鉄鋼メーカーB 

一次   二次 一次   二次 

鉄鋼メーカーAの排出量は 2022 年の

目標より多く、まだ 1.5°C に整合し

ていない。認証を受けるためには、

段階 2 の実績認証を申請し、その要

件を満たさない。 

鉄鋼メーカーBの排出量は

2022 年の目標より少なく、

1.5°C の行程に整合してい

る。会社は段階 1の実績認

証を申請できる。 

https://climatealignment.org/wp-content/uploads/2022/06/sustainable_steel_principles_framework.pdf
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6 横断的判断基準 

6.1 燃料または還元剤として水素を利用する場合の追加的判断基準 

水素を利用する施設は、使用される水素が気候ボンド水素製造判断基準48を満たしている場合にのみ適格とされる。 

6.2 化石ガスの利用に関する追加的判断基準 

還元剤とエネルギー産生のどちらに利用する場合でも、2030 年以前の既存施設においてのみ適格とされる。2030 年

より後に適格とされるためには、施設は化石ガスを セクション 6.5 の判断基準を満たす CCS または CCUS 施策と組み

合わせて使用しなくてはならない。 

CCS または CCUS を採用した場合であっても、化石ガスを利用するプロジェクトは、以下を実証しなくてはならない:  

• オンサイトでの活動: メタン漏えいに対する、推奨されるベストプラクティスに沿った MRV (モニタリング・

報告・検証)、および緩和施策49。鉄鋼プラントの区域内での大気放出または燃焼は、緊急事態を除いて避け

なくてはならず、起こった場合には、図 5 の排出の範囲に従って報告され、GHG 評価に計上されなくてはな

らない。 

• 川上での活動: ガス供給者は、推奨されるベストプラクティス50に沿って、メタン漏えいに対する MRV (モニ

タリング・報告・検証)、および緩和施策を実施していることの証拠を提供しなくてはならない。川上でのメ

タン排出強度51 は、川上でのガス事業の全体平均の 0.2%未満52でなければならない。ガス供給者は、OGMP 

2.0 報告枠組み53のレベル 5 に従って、この排出を測定し、鉄鋼メーカーに報告しなくてはならない。グレー

ド A、B、または最大 C のMiQ 認証54 が、その代用として許容される。 

 

6.3 石炭の利用に関する追加的判断基準 

オンサイト発電のための石炭の直接利用は、認証されない。 

製鋼で還元剤とエネルギー産生のどちらに利用する場合でも、石炭の利用は、表 4.3 に示すように 2030 年以前の既存

施設においてのみ適格とされる。2030 年より後には、施設は石炭をセクション 6.5 の判断基準を満たす CCS または

CCUS施策と組み合わせて使用しなくてはならない(該当する施設ついてはセクション 4.2 を参照)。  

石炭を利用するプロジェクトは、以下を実証しなくてはならない:  

• 川上での活動: 石炭供給者は、推奨されるベストプラクティスに55沿って、メタン漏えいに対する MRV (モニ

タリング・報告・検証)、および緩和施策を実施していることの証拠を提供しなくてはならない; 川上でのメ

タン排出強度は、メタン 5 kg／石炭生産トン未満でなければならない(施設レベルでの平均); 大気放出または

 

48 www.climatebonds.net/standard/hydrogen-production 

49 ベストプラクティスは、以下の報告書に記載されている:  石油・ガス部門での効果的メタン管理のためのベストプラクティス指針。モニタリン

グ・報告・検証(MRV)および緩和。国際連合欧州経済委員会。2019 年: 

https://unece.org/fileadmin/DAM/energy/images/CMM/CMM_CE/Best_Practice_Guidance_for_Effective_Methane_Management_in_the_Oil_and_Gas_Sector__
Monitoring__Reporting_and_Verification__MRV__and_Mitigation-_FINAL__with_covers_.pdf 

50 同上 

51 天然ガス持続可能性イニシアチブ(NGSI)による、天然ガス総産出量に対するメタン排出量の割合:  www.eei.org/issues-and-policy/NGSI  

52 石油・ガス気候イニシアチブ(OGCI)の下におけるメタン排出強度目標: www.ogci.com/ogci-reports-significant-progress-on-aggregate-upstream-

methane-and-carbon-intensity-targets/#:~:text=OGCI%2C%20having%20surpassed%20the%20original,upstream%20methane%20emissions%20since%202017.  

53 www.ogmpartnership.com/ogmp-20-reporting-framework  

54 https://miq.org/the-technical-standard/  

55  ベストプラクティスは、以下の報告書に記載されている:  国レベルでの炭鉱メタンの効果的な管理のためのベストプラクティス指針。モニタリ

ング・報告・検証(MRV)および緩和。国際連合欧州経済委員会。2021 年: https://unece.org/sites/default/files/2022-

07/2119167_E_ECE_ENERGY_139_WEB.pdf  

https://unece.org/fileadmin/DAM/energy/images/CMM/CMM_CE/Best_Practice_Guidance_for_Effective_Methane_Management_in_the_Oil_and_Gas_Sector__Monitoring__Reporting_and_Verification__MRV__and_Mitigation-_FINAL__with_covers_.pdf
https://unece.org/fileadmin/DAM/energy/images/CMM/CMM_CE/Best_Practice_Guidance_for_Effective_Methane_Management_in_the_Oil_and_Gas_Sector__Monitoring__Reporting_and_Verification__MRV__and_Mitigation-_FINAL__with_covers_.pdf
https://www.eei.org/issues-and-policy/NGSI
https://www.ogci.com/ogci-reports-significant-progress-on-aggregate-upstream-methane-and-carbon-intensity-targets/#:~:text=OGCI%2C%20having%20surpassed%20the%20original,upstream%20methane%20emissions%20since%202017
https://www.ogci.com/ogci-reports-significant-progress-on-aggregate-upstream-methane-and-carbon-intensity-targets/#:~:text=OGCI%2C%20having%20surpassed%20the%20original,upstream%20methane%20emissions%20since%202017
https://www.ogmpartnership.com/ogmp-20-reporting-framework
https://miq.org/the-technical-standard/
https://unece.org/sites/default/files/2022-07/2119167_E_ECE_ENERGY_139_WEB.pdf
https://unece.org/sites/default/files/2022-07/2119167_E_ECE_ENERGY_139_WEB.pdf
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燃焼は、緊急事態を除いて、避けなくてはならない。石炭供給者は、石炭または同等の事業に合わせた

OGMP 2.0 報告枠組み56のレベル 5に従って、この排出を測定し、鉄鋼メーカーに報告しなくてはならない。 

6.4 燃料または還元剤としてバイオマスを利用する場合の追加的判断基準 

• 還元剤としての利用: 2種類のバイオマス発生源だけが対象となる。専用の作物は適格とされない: 

o 農業廃棄物: CBI バイオエネルギー判断基準に述べられた、バイオマス調達に関する判断基準のうち、 

以下のセクションに適合しなくてはならない : セクション 3.3.2 – 「要件 2: 認められたベストプラクテ

ィス基準の下で認証された原料」 

o 造林木: 造林地は、気候ボンド林業判断基準57の「植林林業」述べられた要件を満たすことを実証しな

くてはならない。 

または、製品に Responsible Steel58の「認証鋼」ラベルが与えられていることを以て、還元剤としてのバイオマス

利用の適合を立証することができる。 

 

6.5 二酸化炭素捕集・貯留と二酸化炭素捕集・有効利用に関する追加的

判断基準 

製鋼からの直接的 CO2 排出の利用は、CO2 が耐久性のある製品(例えば建物内に保管される建築材料や、PET などのリ

サイクル可能な製品)のメーカーによって使用される場合にのみ適格とされる。使用時にただちに CO2を発生させる製

品(例えば尿素、炭酸飲料、燃料)、原油増進回収、または他の形の化石エネルギー資源のために、CO2が使用されては

ならない。 

二酸化炭素捕集・貯留。個別的施策として、および評価対象施設の一部としての二酸化炭素捕集装置は、CO2 が適切

に輸送され、(有効利用されずに貯留されるなら)以下の判断基準に沿って貯留されることを実証する証拠59があれば適

格とされる: 

部分 要件 

輸送60 

1. 捕集が行われる場所から圧入地点までの CO2 の輸送は、輸送される CO2の質量の 0.5%を超える

CO2漏えいを引き起こさない。 

2. 適切な漏えい検知システムが適用され、モニタリング計画が実施され、報告書が独立の第三者

によって検証されている。 

貯留61 

1. CO2貯留サイトとして適した地質構造であるかどうかを確かめるために、候補となる貯留施設

および周辺地域の特性調査と評価、または探査62が実施される。 

2. CO2地下地層貯留サイトの運用のために、閉鎖および閉鎖後の義務を含めて、以下のことが実

施される:  

a. 運用中の漏えいを防止するために、適切な漏えい検知システムが設置される; 

 

56 www.ogmpartnership.com/ogmp-20-reporting-framework  

57 www.climatebonds.net/standard/forestry  

58 Responsible Steel 基準(www.responsiblesteel.org/)は、環境、社会、およびガバナンスの領域における 13 の原則を含んでいる 。これらについては、

気候ボンド判断基準でどれを強化することが可能か判定するために評価が行われた。それらの領域は追加の横断的判断基準で取り上げられてい

る。 それでもなお、Responsible Steel を通じて認証を受けようとするプロジェクトまたは資産は、鉄鋼判断基準のうち、ベストプラクティスによ

ってカバーされない領域について適合する必要がある。 

59 申請者から直接、または第三者との契約や合意を通じて 

60 委員会委任規則 (EU) 2021/2139 (EU タクソノミー)付属書 1 に記載された、気候変動緩和に実質的に貢献するものとして認定するための技術的ス

クリーニング判断基準「CO2 の輸送」による。  

61 委員会委任規則 (EU) 2021/2139 付属書 1 に記載された、気候変動緩和に実質的に貢献するものとして認定するための技術的スクリーニング判断

基準「CO2の地下永久地層貯留」による。  

62 「探査」とは、候補となる貯留施設の地層に関する地質学的情報を得るため、地下へのドリリングを実施することや、必要に応じて圧入試験を

実施することにより、CO2 の地層貯留を目的として、候補となる貯留施設を評価することを言う。 

https://www.ogmpartnership.com/ogmp-20-reporting-framework
https://www.climatebonds.net/standard/forestry
https://www.responsiblesteel.org/
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b. 圧入施設、貯留施設、および該当する場合には周辺環境についてモニタリング計画が

実施され、定期的報告書が適切な国家機関によって点検される。 

3. 貯留サイトの探査と運用の活動は、CO2地層貯留に関する ISO 27914:201722563。 

 

さらに、各種の認証スキームの利用も奨励される。認証スキームの例としては、U.S.  EPA Class VI 坑井認証(貯留層の特

性調査を含む)64が挙げられる。もう 1 つの例は、ISO 27914:2017「二酸化炭素捕集、輸送、および地層貯留 – 地層貯

留」への適合を検証する DNV GL 認証枠組である65。 
 

6.6 川上のスコープ 3 排出に対応する追加的判断基準 

申請者は、本セクションで扱われなかったスコープ 3 排出源、すなわち川上での輸送、スクラップの収集と分別、鉄鉱石の採

掘、および石灰石の採掘に対応する戦略を立てなければならない。適合性の実証は、以下によって行うことができる: 

• 低炭素の調達方針の証拠; または 

• 測定可能な GHG排出削減目標を持つサプライヤーとの提携; または 

• 製品が Responsible Steel66からの「認証鋼」ラベルを持つこと。 

川上の製品については、cradle-to-site (ゆりかごからサイトまで)を境界とするライフサイクル GHG 評価の結果を、川上のスコープ

3 排出の定量化に用いる。 

 

  

 

63 ISO 基準 27914:2017、二酸化炭素の捕集、輸送、および地層貯留 – 地層貯留: www.iso.org/standard/64148.html) 

64 www.epa.gov/uic/class-vi-wells-used-geologic-sequestration-co2 

65 www.dnv.com/news/dnv-gl-launches-certification-framework-and-recommended-practice-for-carbon-capture-and-storage-ccs--108096  

66 Responsible Steel 基準(www.responsiblesteel.org/)は、環境、社会、およびガバナンスの領域における 13 の原則を含んでいる 。これらについては、

気候ボンド判断基準でどれを強化することが可能か判定するために評価が行われた。それらの領域は追加の横断的判断基準で取り上げられてい

る。 それでもなお、Responsible Steel を通じて認証を受けようとするプロジェクトまたは資産は、鉄鋼判断基準のうち、ベストプラクティスによ

ってカバーされない領域について適合する必要がある。 

http://www.iso.org/standard/64148.html
http://www.epa.gov/uic/class-vi-wells-used-geologic-sequestration-co2
http://www.dnv.com/news/dnv-gl-launches-certification-framework-and-recommended-practice-for-carbon-capture-and-storage-ccs--108096
https://www.responsiblesteel.org/
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補遺 A: TWG および IWG のメンバー 

Climate Bonds コーディネーター 

Fabiana Contreras 

Senior Research Analyst 

Climate Bonds Initiative 

テクニカル・リード・アドバイザー 

Ali Hasanbeigi 

Founder and CEO 

Global Efficiency Intelligence 

TWG メンバー 

Max Åhman 

Associate Professor & Head of Division, 
Environmental and Energy Systems Studies 

Lund University  

Brenda Chan  

Technical Manager  

CDP & The Science-Based Targets initiative 

Dan Gardiner  

Transition Plan Analyst  

The Institutional Investors Group on Climate Change (IIGCC)  

Hongyou Lu 

Senior Scientific Engineering Assoc 

Lawrence Berkeley National Laboratory (LBNL) 

Lucy Kessler  

Manager  

Rocky Mountain Institute  

Lachlan Wright 

Manager  

Rocky Mountain Institute 

Robert Adamczyk  

Associate Director, Senior Environmental 
Adviser 

European Bank for Reconstruction and Development (EBRD) 

Rutger Gyllenram  

Founder and CEO 

Kobolde & Partners AB  

Sha Yu  

Research Scientist 

Pacific Northwest National Laboratory (PNNL)  

Zushu Li  

Professor 

WMG The University of Warwick  

Antonina Scheer 

Policy Fellow 

Transition Pathway Initiative (TPI)  

 

IWG メンバー 

以下の組織のメンバーが、IWG 会議に参加し、重要で実用性を重視した意見とフィードバックを提供したが、これは全メンバーによる

本基準への賛同を自動的に反映するものではない。 

Affirmative Investment Management JSW Steel 

Alacero National Australia Bank 

Arcelor Mittal NN Investment Partners 

Baosteel Nomura 
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IWG メンバー 

以下の組織のメンバーが、IWG 会議に参加し、重要で実用性を重視した意見とフィードバックを提供したが、これは全メンバーによる

本基準への賛同を自動的に反映するものではない。 

BayernLB Severstal 

Bluescope  Societe Generale Corporate and Investment Banking 

Citi Sustain Advisory 

Danske Bank Sustainalytics  

Deloitte  Tata Steel  

Gerdau TERNIUM BR 

ERM Certification and Verification Services Unicredit 

ING Voestalpine 

Institutional Shareholder Services ESG World Steel Association  

Japan Credit Rating Agency JSW Steel 

 


